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平成30年7月13日

株 主 各 位
　

東京都大田区東蒲田二丁目30番17号

株式会社テンポスホールディングス

代表取締役社長 森下 篤史
　

第26回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 ますますご清栄のことと拝察申し上げます。

　さて、当社第26回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年7月27日（金曜日）午後5時

までに到着するようにご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成30年7月30日（月曜日）午前10時(受付開始 午前9時）

2. 場 所 東京都大田区南蒲田一丁目20番20号

大田区産業プラザPiO 4階 コンベンションホール 鶯

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 株主総会の目的事項

報 告 事 項 1. 第26期（平成29年5月1日から平成30年4月30日まで）

事業報告及び連結計算書類ならびに計算書類の内容報告の件

2. 会計監査人及び監査役会の第26期（平成29年5月1日から平成30

年4月30日まで）連結計算書類監査結果報告の件
決 議 事 項

第１号議案 取締役4名選任の件

第２号議案 監査役1名選任の件

第３号議案 補欠監査役1名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

上げます。また、資源節約のため、本招集通知をご持参いただきますようお願い申し上げます。
◎株主総会参考書類及び事業報告、計算書類ならびに連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上

の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。(http://www.tenpos.co.jp/）
◎総会ご出席者へのおみやげはご用意しておりませんので、あらかじめご了承ください。また、開会時刻間際

には受付が大変混雑いたしますので、お早目にご来場くださいますようお願い申し上げます。
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添付書類

事 業 報 告

（平成29年5月 1日から
平成30年4月30日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
　(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度における当社グループの中心顧客である外食産業におきましては、

食材価格の高騰や物流コストの上昇による原材料費の増加、人手不足や雇用環境の

改善に伴う人件費の増加、依然として続く消費者の節約志向等の影響もあり、経営

環境としては厳しい状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループはドクターテンポスとしての活動をスター

トいたしました。

当社グループはこれまでフードビジネスプロデューサーとなるべく活動をしてま

いりましたが、どの活動も中途半端であり、物販事業の域を出ておりませんでした。

物販事業としても、中古厨房の販売業として店舗を増やしていくだけでは、飲食業

界の要求に応えられなくなってきており、今期は株式会社テンポスバスターズの直

営50店舗のうち、9店舗が営業赤字となっております。株式会社テンポスバスターズ

は物販事業として、仕入精度、陳列方法等に相当程度のレベルアップが必要である

と捉えております。

また、M&A戦略を積極的取り組んできた結果ですが、飲食事業の株式会社あさくま

サクセッションは、売上・営業利益ともに前期まで右肩下がりだったものが、今期

はようやく上向いてまいりました。厨房設計施工のキッチンテクノ株式会社は、売

上は減少傾向ですが、営業利益は今期も順調に増加しております。内装工事の株式

会社ハマケンは、平成23年7月におよそ2億円の損失で解散しましたが、その中の一

事業部であったWEB通販のINBISは、当時の年商が4,000万円程度であったものが、今

では株式会社テンポスドットコムとして、当期売上17億82百万円となり、営業利益

も1億25百万円と着実に成長しております。なお、ステーキのあさくま、カジュアル

ステーキレストランやっぱりあさくま、ビュッフェレストランファーマーズガーデ

ン、モツ焼きヱビス参等の飲食店も当社グループで経営をしております。

　上記のように、M&Aをした企業が当社グループの業績へ寄与をするのは、短期で成

果が出るもの、時間がかかるもの等がありますが、投資した企業数に対する成果の

出た比率は、およそ75.0％となっており、そこそこの成績となっております。今後

はさらに企業再生力を高めて、M&A戦略を推進してまいります。

当連結会計年度の経営成績は、売上高が290億83百万円（前年同期比5.8％増）、営

業利益が20億7百万円（同6.8％減）、経常利益が21億26百万円（同4.7％減）、親会社

株主に帰属する当期純利益が6億17百万円（同40.5％減）となりました。
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事業部門別の概況は以下の通りであります。

①物販事業

飲食店向け機器販売店舗を運営する株式会社テンポスバスターズにつきましては、

在庫定番品の選定と導入、商品部による大型店舗の改装に注力いたしました。

　在庫定番品の選定と導入としましては、店舗で在庫をする定番商品を商品部が選

定した上で、その導入率を検証し、導入率の上がらない店舗への指導を行いました。

開始当初では店舗で65.0％であった導入率を、80.0％まで引き上げることができま

した。これにより店舗でのチャンスロスを軽減することができ、売上へ寄与してお

ります。

　商品部による大型店舗の改装としましては、商品部が店舗に入り込んで、京都

店・立川店・福岡店・札幌3店舗・大宮店の改装を実行いたしました。特に食器調理

道具部門の売場を中心に改装を実施し、改装して売場が整理整頓されただけでなく、

政策的な販売が可能な構造となっております。さらに、これまでは商品部から現場

の部門長に引き渡しをした後の引継が不十分であったために、その売場が長続きし

ないといったことがありましたが、今回からは部門長への指導も行い、引き渡しし

て、2～3か月を経過したあとに改装を担当した商品部が直接再臨店することによっ

て、売場の陳腐化を防止する動きを始めました。

　なお、株式会社テンポスバスターズおよび当社では、持株会社化の費用が当期計

上となっていることと、新入社員等の人件費増をこなしきれず、経費増加の要因と

なっております。

大手飲食企業向け厨房設計施工を行うキッチンテクノ株式会社につきましては、

大手スーパーチェーンおよび大手外食チェーンへの販売が好調に推移いたしました。

前期と比較して大型物件の受注件数が減少したことや、同社の主要なお客様である

外食チェーンの新規出店抑制等の影響により、売上高は前年同期比7.1％減となりま

した。しかしながら、大手スーパーチェーンの各種プロジェクト（一斉リニューア

ルオープン、機器の更新工事、ベーカリーの充実、特殊機器の導入による生産コス

トの改善提案、衛生管理機器の導入等）に積極的に参加したことで、しっかりとし

た利益を確保でき、営業利益は前年同期比15.0％増となりました。また、同社の新

たな試みとして、大手広域スーパーの新規オープン時に、厨房機器を中古で納入す

るという提案を新たに行ったところ、新規の受注につながり、新規開拓をすること

に成功しております。

これらにより物販事業の当連結会計年度の売上高は144億85百万円（前年同期比

2.3％増）、営業利益は10億89百万円（同4.3％増）となっております。
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②情報・サービス事業

情報・サービス事業の中で、WEB通販と飲食店向け情報ポータルサービスを運営す

る株式会社テンポスドットコムにつきましては、他社による追従が困難になるまで

を想定し戦略的にスケールメリットを活かし行動した結果、売上高が前年同期比

15.1％増、営業利益が同9.8％増となりました。部門別としては、主力である通販事

業では売上高が同16.0％増、営業利益が同11.0％増となりました。インターネット

上での競合対策として価格施策を行っており、粗利の伸びは8.0％となりましたが、

今後も引き続き行ってまいります。

　当期は商品の販売ページだけでなく飲食店を作るのに必要な情報コンテンツ作成

に注力いたしました。開業支援のページは、物件選び・資金調達・内外装工事・メ

ニュー開発・採用・仕入先開拓・機器什器・行政手続き・販促・教育・集客・オー

プン後までに必要な情報を収集、相談窓口を設置するなどのリニューアルをいたし

ました。それにより昨年訪問数1万5,000人から今期は約2万人と前年同期比33.3％増

となりました。

　また、厨房機器の承認図をダウンロードできるページを作成、こちらは年間で約

9,000人に利用されており、厨房機器選びに迷ったときに同等機種をメーカーをまた

いで比較して検討できる『比較ページ』へは500種類以上の商品を掲載いたしまし

た。こちらは年間で約1万2,000人の方にご利用いただいております。その結果、サ

イト訪問者数は全体で7.4％増となりました。

　また、様々な事情で閉店する際のお悩みに答えるコンテンツ『得する閉店』を作

成し、こちらは年間約5,000人が訪問となりました。そのまま買取依頼へとつながる

ことから、買取依頼数が期首では約300件/月前後だったものが期末では400件/月ま

で伸び、問い合わせ数は133.3％となりました。中古の掲載数については、前年同期

比6.7％増、売上高が同10.6％増となりました。

リース・クレジットの取り扱い等による飲食店向け金融サービスおよび不動産仲

介を行っている株式会社テンポスフィナンシャルトラストにつきましては、株式会

社テンポスバスターズの店舗経験のある従業員を転籍させる等の人事施策をとった

結果、店舗営業の要望に沿った支援および提案が可能となり、株式会社テンポスバ

スターズの店舗での利用を大幅に伸ばすことができました。さらにクレジットカー

ド決済端末の設置先増加と、その支払を担保代わりとした自社割賦の取り扱いを強

化した結果、株式会社テンポスフィナンシャルトラストのファイナンス部門の売上

高は前年同期比50.0％増となりました。また、同社の不動産部門におきましては、

独自情報による飲食店舗物件の仲介および積極的なサブリースへの取り組みによる

収益の増加があり、売上高は前年同期比30.0％増となっております。

飲食店向け内装工事請負を行っている株式会社スタジオテンポスにつきましては、

入社3～4年目の従業員がこれまで積んできた経験をキチンと活かし、それぞれの現

場で習得した技術をいかんなく発揮した結果、事業の中核を担うまでになり、中堅
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飲食チェーンの受注が増加いたしました。さらにその受注を東京、大阪、札幌の各

営業所と連携してこなすことにより、継続して受注ができる結果となっております。

また、同社は競合の激しい大規模物件の受注を回避することにより、一定の粗利率

を維持することが出来ており、当期の粗利率は1.8％の改善を行うことができまし

た。

飲食店向けPOS機器販売およびASP販売を行っている株式会社テンポス情報館につ

きましては、自社の汎用POSシステム『tenposAir』の品質向上とヘルプデスクをは

じめとするアフターサービスの充実を図りました。また、中規模以上の飲食企業に

おいて急速に需要が伸びている汎用機を使ったテーブルオーダーシステム

『Airmenu』を新たに商品群に加え、POSシステムの販売強化を実施いたしました。そ

の結果、主力商品である『tenposAir』の販売数は前年同期比10.0％増、『Airmenu』

の販売数は同500.0％増と大きく伸ばすことができました。しかしながら、その反

面、その他のPOSシステムの販売数は減少し、POSシステム全体の販売数は前年同期

比11.0％減となりました。アフターサービスの充実としましては、人員の増加を行

い、より顧客満足を高めるために活動を行いました。その結果、ヘルプデスクサー

ビスにおける応答率を前期の87.0％から当期93.0％へ高めることに成功しておりま

す。

飲食店向けFAXDMおよびマーケティングを行っている株式会社プロフィット・ラ

ボラトリーにつきましては、主力商品であるFAXDMサービス『満席FAX』の大手飲食

企業向けの販売を引き続き行い、実績は好調に推移いたしました。特に既存のお客

様の新業態での集客には、同社の持つ豊富な実績データを活用した提案が好評であ

り、取引拡大につなげることができました。その結果、当期の大手飲食企業との取

引金額は前年同期比29.0％増となりました。『満席FAX』の年間利用店舗数は全国で

14,233店舗（前年同期比48.0％増）となり、堅調な実績となっております。しかし

ながら、新たな飲食店向け集客支援サービスとして前期より実施していた『救急幹

事』および『社飲み.com』といった新サービスにおいては、サービス品質の向上と

新規顧客開拓に取り組みましたが、期待する成果を得ることができず、両サービス

ともにサービスを廃止いたしました。また、同社では3年前より全国大手飲食企業

TOP100の開拓を目標に掲げ、新規開拓を実施しております。当期は『満席FAX』にお

いて、その成果が実を結び始め、取引数、売上高ともに増加しており、今後も地に

足のついた営業活動を続け、取引の継続と拡大を実施してまいります。

当連結会計年度中に子会社化した株式会社ディースパークにつきましては、接客

特化型の人材派遣業行っております。当社グループの主要なお客様である新規開業

または小規模飲食店におきましては、人材に不足感のあるまま運営されているケー

スが多く、同社はその支援を行ってまいります。同社の主要事業である人材派遣は、

登録スタッフの獲得に大変苦戦をしたことと、営業社員の退職等の影響もあり、売

上高は前年同期比13.7％減と大幅な減収となりました。
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これらにより情報・サービス事業の当連結会計年度の売上高は46億49百万円（前

年同期比19.7％増）、営業利益は3億61百万円（同15.9％増）となっております。

③飲食事業

飲食事業の中で、ステーキレストランを運営する株式会社あさくまにつきまして

は、「記憶に残る感動コト体験の提案」「新規出店と既存店の改装」に注力いたしま

した。

「記憶に残る感動コト体験の提案」としましては、お客様が自ら肉を焼いて召し

上がっていただく「セルフステーキ」の導入やサラダバーおよびデザートバーの充

実を図り、ファミリー層のお客様を中心に再来店の動機付けに努めてまいりました。

特にデザートバーは、小さなお子様がデザート作りを一人で体験することができる

ような工夫や、デザートの種類をこれまで以上に豊富にご用意するようにいたしま

した。これは、あさくまが、ただ美味しい料理を提供するためだけの場所ではなく、

楽しい思い出も一緒に持って帰ってもらうための場所でありたいと考えるからであ

ります。また、一部の店舗で試験導入を行った「自家製パン」につきましても好評

をいただいており、今後は「セルフステーキ」「体験型デザート」「自家製パン」を

新規出店時の柱として進めてまいります。

「新規出店と既存店の改装」としましては、ステーキのあさくまとして、平成29

年6月に津島店（愛知県）、同7月に八王子店（東京都）、同8月に岐阜長良店（岐阜

県）、同11月に浜松本郷店（静岡県）および越谷店（埼玉県）、同12月に浜松インタ

ー店（静岡県）を新規出店いたしました。また、新業態のカジュアルファストダイ

ニングとして、平成30年1月にやっぱりあさくま九段下店（東京都）を出店いたしま

した。既存店の改装としては、ステーキのあさくまで平成29年12月に鶴見店（神奈

川県）、学園都市店（茨城県）、千音寺店（愛知県）を実施しております。改装オー

プン後の業績は堅調に推移しておりますが、改装期間中は営業を実施しておりませ

んでしたので、改装につきましては経費先行の施策となっております。

多業態のレストランを運営する株式会社あさくまサクセッションにつきましては、

不採算店の整理と、235作戦（唐揚げ【2】倍、シャリ玉【3】割増量、すしネタ【5】

割増量）等の抜本的な経営体質の改善に取り組んだ結果、売上前年比が100.0％を超

え、前期経常利益△31百万円が当期17百万円と、黒字転換することに成功しており

ます。今後は「モツ焼きヱビス参」を中心に出店攻勢をかけ、さらなる利益貢献に

取り組んでまいります。

当連結会計年度中に子会社化した株式会社ドリームダイニングにつきましては、

「海鮮王」と「大阪・堂島とろ家」として海鮮丼の店舗を運営しております。子会社

化後に同業態の改善施策として、価格は据え置きのまま海鮮ネタの大きさを50%アッ

プし商品としての価値を上げる、米を無洗米から有洗米へ変更し粒感をしっかり出

す等を実施しております。これらの施策は同店のお客様に徐々に浸透してきており、
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順調に業績改善につながっております。

これらにより飲食事業の当連結会計年度の売上高は99億48百万円（前年同期比5.5

％増）、営業利益は7億64百万円（同10.5％減）となっております。

　

　 部門別の売上状況は次のとおりであります。

部 門 別 金 額 構 成 比

百万円 ％

物 販 事 業 14,485 49.8

情 報 ・ サ ー ビ ス 事 業 4,649 16.0

飲 食 事 業 9,948 34.2

合 計 29,083 100.0

　(2) 資金調達の状況
　 該当事項はありません。

　(3) 設備投資の状況
　該当事項はありません。

　(4) 他の会社の事業の譲受けの状況
　 該当事項はありません。

(5) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状
況

　 該当事項はありません。

　(6) 他の会社の株式その他持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

　(7) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

　(8) 対処すべき課題
　当社グループでは、今後の事業展開に向けて、対処すべき課題として、下記の6
点を重要課題として取り組んでおります。

① フードビジネスプロデューサー改めドクターテンポスの育成
　当社では、飲食店経営者に必要な情報とサービスの提供を行うことを同業他社
との差別化戦略として取り組んでおります。そのためには、当社取扱い商品であ
る厨房機器、食器、調理道具、椅子テーブルといった基本的なものから、不動産
物件、内装工事、飲食店経営指標、運営ノウハウ等の知識を付け、それらを必要
に応じてお客様へ提案・提供できる人材を育成することが重要となってまいりま
す。当社の目指すドクターテンポスとは、新規開業後の５年後生存率が45％とな
っている飲食業界において、お客様の店における利益追求と顧客満足の両面から
経営サポートを行うことであり、特にお客様向けの販促支援、人材教育、人件費
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や食材原価の改善提案を行うにあたり専門知識とセールストークが必要となりま
す。当社では、それらのための社内研修を本部主導で毎日行っており、さらに自
主的な勉強会を各エリアごとに行っております。
　
② リサイクル品の収集確保と再生の効率化
　当社グループの主たる事業である物販事業においては、リサイクル品の物量と
品質が最大の課題であると認識しております。そのために当社では、リサイクル
品の買取りとその再生を行う買取センターを取りまとめる部門として、再生事業
部を設置しております。再生事業部では売れ筋商品の買取強化と、今後の新規出
店に伴うリサイクル品の確保が事業拡大の生命線であると認識し、今まで行って
いた各店舗での買取受付に加え、インターネットでの受付、買取を専門に行う営
業マンの配置といった新規買取ルートの開拓を行うとともに、全国の買取センタ
ーの統制と、より迅速な再生のための生産性の効率の追求を行っております。
　
③ 物販事業における既存店の営業力強化
　当連結会計年度の物販事業における新規出店はありませんでした。情報とサー
ビスを発信する基地としての店舗展開は当社として進めていかなければならない
課題と捉えておりますが、過去に出店スピードを速めた為、既存店の人員不足が
営業力の低下につながり、既存店においては売上総利益が前年を下回る結果とな
りました。そこで今期におきましても、エリアマネージャーが中心となり営業力
強化や商品部主導による商品レイアウトの変更等、既存店舗のてこ入れを図るこ
とにより、来店客数の増加や販売の効率化を進めてまいります。
　
④ 強い管理職の育成
　全国をエリア別に統括するエリアマネージャー制度や新規の出店、外販営業部
隊の全国展開など、大規模なグループ事業を展開するにあたり、スタッフを束ね
る人材の登用機会が今まで以上に増えてきており、そのような人材に対する教育
はこれまで以上に重要な課題になると認識しております。このような状況の中で、
当社では子会社の取締役を対象とした『役員研修』を毎月行い、将来のグループ
を担う人材育成に努めております。
　
⑤パート社員の早期戦力化
　既存の販売社員がドクターテンポス化するにあたり、店頭で販売するパート社
員は今までの販売社員と同じ動きをしなければなりません。また、新たに入社し
た人材を早期に育成することと、パート社員が店長業務をこなす仕組みづくりを
することは当社の重要な課題であると認識しております。当社では毎月地域ごと
にテンポス大学と称する社内セミナーを行っており、そこでは社員が講師となり、
正社員、パート社員問わず参加をし、トレーニングと実践を繰り返し行っており
ます。関東地区、中部地区、関西地区、西日本地区のブロックに分かれ、営業か
ら管理まで幅広く知識を蓄積できる体制を整えております。
　
⑥ 内部管理体制の強化
　当社は常にベンチャー企業の精神のもとに営業活動にまい進しております。し
かしながら、急速な事業環境の変化に適応しつつ、持続的な成長を維持していく
ためには、内部管理体制の強化も重要であると考えております。内部統制の実効
性を高めコーポレート・ガバナンスを充実していくことにより、リスク管理の徹
底とともに業務の効率化を図っていく所存です。
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　(9) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 23 期

(平成27年4月期)
第 24 期

(平成28年4月期)
第 25 期

(平成29年4月期)
第 26 期

(平成30年4月期)

売 上 高(百万円) 23,594 27,111 27,469 29,083

経 常 利 益(百万円) 1,873 2,126 2,231 2,126

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 871 1,166 1,039 617

１株当たり当期純利益(円) 73.96 98.59 87.79 52.06

総 資 産(百万円) 10,191 11,569 12,566 14,152

純 資 産(百万円) 6,205 7,473 8,705 9,585

(注) 1. 1株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。また、期中平均発行済

株式数については、自己株式数を控除して算出しております。

2. 1株当たり当期純利益は、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第2号）及び

「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号）を適用して

算出しております。

3. 1株当たり当期純利益については小数点第3位を切り捨てによって表示しております。
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(10) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社テンポスバスターズ 100百万円 100.0％ 厨房機器販売

株式会社テンポスフィナンシャルトラスト 100 100.0
厨房機器などのリース・レンタル
業務及び不動産仲介

株式会社テンポスドットコム 90 100.0
Webを利用した飲食店向け厨房機
器販売

株 式 会 社 テ ン ポ ス 情 報 館 34 95.6 情報機器販売・販促支援

株式会社スタジオテンポス 39 100.0 内装工事の請負

株 式 会 社 あ さ く ま 515 57.5
ステーキ・ハンバーグレストラン
の運営

株式会社プロフィット・ラボラトリー 10 60.0 マーケティング・販促支援

株式会社あさくまサクセッション 55
100.0

(100.0)
ビュッフェレストラン、居酒屋の
運営

キ ッ チ ン テ ク ノ 株 式 会 社 99 100.0 厨房機器販売・設計・施工

株式会社きよっぱち総本店 100 99.5 農畜産食料品の販売

株 式 会 社 デ ィ ー ス パ ー ク 50 94.3 人材派遣・人材紹介

株式会社ドリームダイニング 10
100.0

(100.0)
海鮮丼専門店の運営

株式会社デリバリーソリューション 3
100.0

(100.0)
ネットスーパー支援事業

(注) 議決権比率の（内数）は、間接所有であります。
　

　 ② 重要な関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社
オ フ ィ ス バ ス タ ー ズ

107百万円 27.8％ 中古事務機器の展示販売

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。
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(11) 主要な事業内容（平成30年4月30日現在）
　当社グループは、当社及び連結子会社13社、非連結子会社5社、持分法適用会社
1社、その他グループ会社により構成されており、店舗を構えての飲食店向け機器
販売、フードビジネスプロデューサーとして情報とサービスの提供、飲食店の経
営を主たる業務としております。

(12) 主要な営業所（平成30年4月30日現在）

当 社 本 社：東京都大田区

（連結子会社）
株式会社テンポスバスターズ

本 社：東京都大田区
店 舗：全国50店
買取センター：全国12拠点
物流センター：全国２拠点

（連結子会社）
株式会社テンポスフィナンシャルトラスト

本 社：東京都台東区

（連結子会社）
株式会社テンポスドットコム

本 社：横浜市戸塚区

（連結子会社）
株式会社テンポス情報館

本 社：東京都大田区

（連結子会社）
株式会社スタジオテンポス

本 社：大阪市中央区

（連結子会社）
株式会社あさくま

本 社：愛知県日進市
店 舗：全国65店

（連結子会社）
株式会社プロフィット・ラボラトリー

本 社：東京都中央区

（連結子会社）
株式会社あさくまサクセッション

本 社：名古屋市天白区
店 舗：全国20店

（連結子会社）
キッチンテクノ株式会社

本 社：東京都新宿区

（連結子会社）
株式会社きよっぱち総本店

本 社：千葉県南房総市

（連結子会社）
株式会社ディースパーク

本 社：大阪市中央区

（持分法適用関連会社）
株式会社オフィスバスターズ

本 社：東京都中央区
店 舗：全国31店
　 海外（フィリピン他）5店
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(13) 従業員の状況（平成30年4月30日現在）

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

607（1,222）名 18（53）名

(注)1. 従業員数は就業人員であり、パート及び嘱託は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載して
おります。

(14) 主要な借入先（平成30年4月30日現在）

該当事項はありません。
　

2. 会社の株式に関する事項（平成30年4月30日現在）
(1) 発行可能株式総数 57,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,966,935株 （自己株式2,347,865 株を除く。）

(3) 株 主 数 32,007名

　(4) 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

有 限 会 社 あ さ し お 1,963,597株 16.40%

森 下 篤 史 1,856,500株 15.51%

福 島 工 業 株 式 会 社 960,000株 8.02%

株 式 会 社 マ ル ゼ ン 510,000株 4.26%

長 谷 川 朋 子 444,100株 3.71%

森 下 壮 人 442,800株 3.70%

山 田 暁 子 424,000株 3.54%

森 下 潔 子 422,000株 3.52%

森 下 和 光 400,800株 3.34%

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ133652 112,400株 0.93%

(注) 1.当社は自己株式2,347,865株を所有しておりますが、議決権がないため上記の大株主から除いており
ます。

2.持株比率は発行済株式総数から自己株式を控除した株式数を用いて算出しております。
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3. 会社の新株予約権等に関する事項
　(1) 当社役員が保有している新株予約権等の状況

ⅰ平成26年6月30日開催の取締役会決議による第4回新株予約権
①新株予約権の払込金額 払込を要しない
②新株予約権の行使価額 1個につき1,045円
③新株予約権の行使条件 当社または当社関係会社の取締役もしくは、

従業員の地位にあることを要するものとする。
但し、当社または当社関係会社の取締役を任期
満了により退任した場合、また、定年により
退職した場合、その他正当な理由のある場合
にはこの限りではない。また、相続人による

　 権利行使は認めないものとする。
④新株予約権の行使期間 平成29年7月18日から平成36年7月17日まで
⑤当社役員の保有状況

新株予約権の数
目的となる株式の種類及

び数
保有者数

取締役（社外役員

を除く）
1,300個 普通株式 1,300株 1 人

社外取締役 300個 普通株式 300株 1 人

監査役 0個 - 0 人

　
ⅱ平成28年6月21日開催の取締役会決議による第5回新株予約権
①新株予約権の払込金額 払込を要しない
②新株予約権の行使価額 1個につき100,000円
③新株予約権の行使条件 当社または当社関係会社の取締役もしくは、

従業員の地位にあることを要するものとする。
但し、当社または当社関係会社の取締役を任期
満了により退任した場合、また、定年により
退職した場合、その他正当な理由のある場合
にはこの限りではない。また、相続人による

　 権利行使は認めないものとする。
④新株予約権の行使期間 平成33年7月22日から平成38年7月21日まで
⑤当社役員の保有状況

新株予約権の数
目的となる株式の種類及

び数
保有者数

取締役（社外役員

を除く）
20個 普通株式 2,000株 1人

社外取締役 0個 - 0人

監査役 0個 - 0人
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ⅲ平成28年6月21日開催の取締役会決議による第6回新株予約権
①新株予約権の払込金額 払込を要しない
②新株予約権の行使価額 1個につき164,400円
③新株予約権の行使条件 当社または当社関係会社の取締役もしくは、

従業員の地位にあることを要するものとする。
但し、当社または当社関係会社の取締役を任期
満了により退任した場合、また、定年により
退職した場合、その他正当な理由のある場合
にはこの限りではない。また、相続人による

　 権利行使は認めないものとする。
④新株予約権の行使期間 平成31年7月22日から平成38年7月21日まで
⑤当社役員の保有状況

新株予約権の数
目的となる株式の種類及

び数
保有者数

取締役（社外役員

を除く）
25個 普通株式 2,500株 1人

社外取締役 0個 - 0人

監査役 0個 - 0人

　(2) 当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の状況
　 該当事項はありません。
　(3) その他新株予約権等に関する重要な事項
　 該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成30年4月30日現在）

氏 名 会社における地位 担当及び重要な兼職の状況

森 下 篤 史 代表取締役社長

株 式 会 社 テ ン ポ ス バ ス タ ー ズ 代 表 取 締 役
株 式 会 社 テ ン ポ ス ド ッ ト コ ム 代 表 取 締 役
株式会社プロフィット・ラボラトリー取締役
株 式 会 社 デ ィ ー ス パ ー ク 代 表 取 締 役
株 式 会 社 ド リ ー ム ダ イ ニ ン グ 代 表 取 締 役
株式会社デリバリーソリューション代表取締役
株 式 会 社 き よ っ ぱ ち 総 本 店 代 表 取 締 役

森 下 和 光 取 締 役

グ ル ー プ 管 理 部 長
株 式 会 社 テ ン ポ ス バ ス タ ー ズ 取 締 役
株式会社テンポスフィナンシャルトラスト代表取締役
キ ッ チ ン テ ク ノ 株 式 会 社 代 表 取 締 役
株 式 会 社 ス タ ジ オ テ ン ポ ス 代 表 取 締 役

毛 利 聡 取 締 役

管 理 部 長
株 式 会 社 テ ン ポ ス バ ス タ ー ズ 取 締 役
株 式 会 社 あ さ く ま 取 締 役
株 式 会 社 き よ っ ぱ ち 総 本 店 取 締 役
株式会社テンポジンパーソナルエージェント監査役
株 式 会 社 テ ン ポ ス 情 報 館 取 締 役
株 式 会 社 デ ィ ー ス パ ー ク 取 締 役
株 式 会 社 ド リ ー ム ダ イ ニ ン グ 取 締 役

澤 田 智 廣 取 締 役 株 式 会 社 シ ス テ ム ク エ ス ト 代 表 取 締 役

樋 口 宣 行 常 勤 監 査 役

清 水 孝 常 勤 監 査 役

増 田 洋 一 監 査 役 株式会社第一コンピュータサービス代表取締役

(注) 1. 取締役澤田智廣氏は社外取締役であります。
2. 監査役樋口宣行、清水孝、増田洋一の3氏は社外監査役であります。
3. 取締役澤田智廣氏は創業経営者としての専門的な知識・経験等を有するものであります。
4. 監査役樋口宣行氏は経営者として専門的な知識・経験等を有するものであります。
5. 監査役清水孝氏は長年にわたる経理業務の経験を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。
6. 監査役増田洋一氏は経営者として専門的な知識・経験等を有するものであります。
7. 当社は、取締役澤田智廣、監査役樋口宣行、清水孝、増田洋一の4氏を、株式会社東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出ております。
8. 当事業年度中に辞任した取締役

氏 名 辞任日 辞任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

　 平 野 忍 平 成 30 年 3 月 31 日

取 締 役
株式会社テンポスバスターズ代表取締役
キ ッ チ ン テ ク ノ 株 式 会 社 代 表 取 締 役
株 式 会 社 テ ン ポ ス 情 報 館 取 締 役

　
　(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は社外取締役および社外監査役の全員と責任限定契約を締結しております。
当該契約における損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責
任限度額であります。
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　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 4名 44百万円

社 外 取 締 役 1名 0百万円

社 外 監 査 役 3名 4百万円

計 8名 49百万円

(注) 1. 期末現在の人員は取締役4名及び監査役3名であります。
2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。なお社外

取締役を除く取締役4名のうち1名は使用人兼務取締役であり、取締役分報酬は無報酬であ
ります。

3. 上記報酬等には、ストックオプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の費
用計上額（取締役0百万円）を含んでおります。

　(4) 取締役に対する退職慰労金の支給
該当事項はありません。

　(5) 取締役に対する特別功労加算金の支給
該当事項はありません。

　(6) 監査役に対する退職慰労金の支給
該当事項はありません。

　

　(7) 社外役員に関する事項

　 ① 社外取締役の状況

　 取締役 澤田智廣

ⅰ 他の法人等の業務執行者の兼職状況

株式会社システムクエスト代表取締役

ⅱ 他の法人等の社外役員等との兼職状況

該当事項はありません。

ⅲ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ 当事業年度における主な活動状況

当事業年度開催の取締役会には13回中12回出席し、議案審議等につき、創業

経営者としての観点から必要な発言を行っております。

　 ⅴ 利害関係について

　 澤田智廣氏が代表を務める株式会社システムクエストとは、特別な利害関係

はありません。
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　 ② 社外監査役の状況

　 監査役 樋口宣行

ⅰ 他の法人等の業務執行者の兼職状況

該当事項はありません。

ⅱ 他の法人等の社外役員等との兼職状況

該当事項はありません。

ⅲ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ 当事業年度における主な活動状況

ア.取締役会への出席状況及び発言状況

当事業年度開催の取締役会には13回中13回出席し、経営者として培った知

識・見地から疑問点を明らかにするために適宜質問し、意見を述べておりま

す。

イ.監査役会への出席状況及び発言状況

当事業年度開催の監査役会には13回中13回出席し、監査結果についての意見

交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

　 監査役 清水 孝

ⅰ 他の法人等の業務執行者の兼職状況

該当事項はありません。

ⅱ 他の法人等の社外役員等との兼職状況

該当事項はありません。

ⅲ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ 当事業年度における主な活動状況

　 ア.取締役会への出席状況及び発言状況

当事業年度開催の取締役会には13回中13回出席し、経営者として培った知

識・見地から疑問点を明らかにするために適宜質問し、意見を述べておりま

す。

イ.監査役会への出席状況及び発言状況

当事業年度開催の監査役会には13回中13回出席し、監査結果についての意見

交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

― 17 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月29日 19時08分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　 監査役 増田洋一

ⅰ 他の法人等の業務執行者の兼職状況

株式会社第一コンピュータサービス代表取締役

ⅱ 他の法人等の社外役員等との兼職状況

該当事項はありません。

ⅲ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

ⅳ 当事業年度における主な活動状況

　 ア.取締役会への出席状況及び発言状況

当事業年度開催の取締役会には13回中9回出席し、経営者として培った知

識・見地から疑問点を明らかにするために適宜質問し、意見を述べておりま

す。

　 イ.監査役会への出席状況及び発言状況

当事業年度開催の監査役会には13回中13回出席し、監査結果についての意見

交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。

ⅴ 利害関係について

増田洋一氏が代表を務める株式会社第一コンピュータサービスとは、特別な

利害関係はありません。
　

5. 会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

　 有限責任大有監査法人
　
　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 ① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬 20百万円

　 ② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　 33百万円
　 ※上記金額は、金融商品取引法監査の監査報酬等が含まれております。

(注) 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、前事業年度の監査実績を分析・評
価するとともに、当事業年度の監査計画における監査時間・配員計画等を検討した結果、そ
の報酬見積額は相当であると判断したためであります。

　
　(3) 非監査業務の内容

　 該当事項はありません。
　
　(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社では、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は解任後最初に招集される株主総会

におきまして会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制
　当社の業務の適正を確保するための体制の整備についての取締役会決議の内
容の概要は、次のとおりです。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制

　法令遵守体制作りとして当社の行なう最も大切なことは、ベンチャー企業であ
るとの精神を忘れず、先ず第一に企業のトップである代表取締役社長が常にその
姿勢を正し、事ある毎に他社の不正事例を参考にわが社の取るべき態度を明らか
にしていくことだと考えております。

　
　(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

　文書管理規程、取締役会規程、各種会議体運営基準、決裁基準等に従い、取締
役の職務執行にかかる情報を文書または電磁的媒体に記録し、保存および管理
（廃棄を含む）を行い、必要に応じて運用状況の検証、各規程、基準の見直し等を
行なっております。取締役および監査役は文書管理規程により、常時これらの文
書等を閲覧できるものとしております。

　
　(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　 ① 社内の不正防止体制

　管理部及び選任されたメンバーが毎月店舗を巡回し「管理チェック」と名づ
けたチェックを実施し、不正防止に努めております。

② リスク管理規程により、グループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、
リスク管理体制を明確化するとともに内部監査部門が各部署ごとのリスク管理
の状況を監査し、その結果を定期的に取締役会に報告いたしております。

　
　(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 毎月行なわれる取締役会において各取締役は責任部署における1ヶ月間の行動
と数値を含め報告し、出席者の承認を得ております。

② 取締役および経営幹部により月1回程度決議の伴わない戦略会議にて会社の方
向性等について意思統一を図り迅速な行動の取れる体制をとっております。

　
(5) 当該株式会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制
① 当社の取締役会及びグループ会議へ子会社の代表者も出席し、予算達成率を
含む売上、粗利、経費、利益および累計数値等の業績の報告をすると同時に報
告項目に基づく前月の活動状況等経営管理情報の報告を行なっております。

② 決算月をほぼ4月に統一し、予算統制のしやすい体制を作りグループ全体の利
益、キャッシュ・フロー管理を行なっております。

　
　(6) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を整
備するため、企業倫理規範及び企業行動基準を定めこの規範等に基づき、必要に
応じて各担当部署にて規則・ガイドラインの策定、研修の実施をしております。

　
(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制
　現在監査役の職務の補助をすべき使用人はおりませんが、今後必要に応じ、業
務補助をするスタッフを設け監査役の指示に基づき活動する体制を作ります。
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　(8) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役より監査業務に必要な命令を受けた職員は、その命令に関して取締役、
内部監査室長等の指揮命令は受付けておりません。

　
(9) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に

関する体制
　監査役は取締役会に出席し各取締役からの報告を受け必要に応じ直接質問を行
っております。また監査役自ら各事業部門、店舗、子会社を訪問し、役員、部門
長、店長、店員等から状況報告を受け、状況により各担当取締役と面談を行ない
報告を受けております。

　
(10) その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

① 監査役は代表取締役社長、管理部長、会計監査人を交えた意見交換会を必要
に応じ開催いたします。

② 監査役は会計監査人より監査計画を事前に受領し定期的に監査実施報告を受
けております。

　
7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況

　当社では毎月1回、営業方針、予算達成度、新店出店、クレーム処理など、その
時々の重要政策を含め、定例の取締役会を開催して意思決定を行っております。
開催に際しては、取締役4名（社外取締役1名含む）、監査役3名の参加を義務付け、
幅広い意見交換を行い、意思統一を図っております。また、緊急を要する重要事
項が発生した場合には、臨時取締役会を適宜開催しております。
　更に、営業統括である取締役が、取締役会及びグループ会議での考えや方針を
徹底させるべく、エリアマネージャー会議を開催し、さらにそのエリアマネージ
ャーが地区ごとにエリア会議として当月の実績報告及び地区ごとの将来の方向を
見据えた営業会議を開催しております。その中で内部統制及び法令遵守に関する
取組として、取締役会及びグループ会議での報告事例を細分化し実行度の管理及
び確認を行っております。
　その上で、年に2度の全国店長会議において直接社長が不正防止、進むべき方向
について語りかけております。

　
8. 株式会社の支配に関する基本方針

　現時点では基本方針の策定はしておりません。
　
9. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つと位置づけており、安
定配当を継続的に実施することを基本方針としつつ、業績の推移及び事業展開を
総合的に勘案し実施してまいります。内部留保された資金につきましては、設備
投資や優秀な人材の確保など、経営基盤の強化及び今後の事業展開に備え、有効
に活用する方針です。

　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

科 目
当期

(平成30年４月30日現在)

前期(ご参考)

(平成29年４月30日現在)
科 目

当期
(平成30年４月30日現在)

前期(ご参考)

(平成29年４月30日現在)

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 6,344 5,069 支払手形及び買掛金 2,023 1,964

受取手形及び売掛金 1,462 1,264 未 払 法 人 税 等 477 347

た な 卸 資 産 2,659 2,776 株 主 優 待 引 当 金 127 46

繰 延 税 金 資 産 120 118 賞 与 引 当 金 246 235

そ の 他 366 220 製 品 保 証 引 当 金 19 19

貸 倒 引 当 金 △8 △5 そ の 他 1,471 1,096

流 動 資 産 合 計 10,945 9,444 流 動 負 債 合 計 4,365 3,710

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退職給付に係る負債 27 38

建物及び構築物(純額） 896 974 そ の 他 172 112

機械装置及び運搬具（純額） 114 93 固 定 負 債 合 計 200 150

土 地 87 87 負 債 合 計 4,566 3,861

その他 （純 額） 118 176

有形固定資産合計 1,216 1,332

無 形 固 定 資 産

の れ ん 265 94 (純資産の部)

そ の 他 48 46 株 主 資 本

無形固定資産合計 313 141 資 本 金 509 509

投資その他の資産 資 本 剰 余 金 654 506

投 資 有 価 証 券 216 317 利 益 剰 余 金 7,820 7,299

関 係 会 社 株 式 499 379 自 己 株 式 △765 △801

長 期 貸 付 金 111 15 株 主 資 本 合 計 8,218 7,513

敷金及び保証金 888 825 その他の包括利益累計額

繰 延 税 金 資 産 64 100 その他有価証券評価差額金 0 0

そ の 他 47 53 その他の包括利益累計額合計 0 0

貸 倒 引 当 金 △150 △43 新 株 予 約 権 117 79

投資その他の資産合計 1,677 1,648 非 支 配 株 主 持 分 1,248 1,112

固 定 資 産 合 計 3,207 3,122 純 資 産 合 計 9,585 8,705

資 産 合 計 14,152 12,566 負債・純資産合計 14,152 12,566

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(単位：百万円)

科 目
当期

（平成29年5月 1日から
平成30年4月30日まで）

前期(ご参考)

（平成28年5月 1日から
平成29年4月30日まで）

売 上 高 29,083 27,469

売 上 原 価 16,892 15,799

売 上 総 利 益 12,190 11,670

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,183 9,515

営 業 利 益 2,007 2,154

営 業 外 収 益 136 105

受 取 利 息 3 3

有 価 証 券 利 息 2 2

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 75 43

そ の 他 55 56

営 業 外 費 用 17 28

支 払 利 息 1 1

そ の 他 16 27

経 常 利 益 2,126 2,231

特 別 利 益 43 38

固 定 資 産 売 却 益 0 1

移 転 補 償 金 30 30

そ の 他 13 7

特 別 損 失 445 245

固 定 資 産 除 却 損 9 73

固 定 資 産 売 却 損 0 -

減 損 損 失 333 88

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 35 -

そ の 他 66 84

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,724 2,024

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 829 759

法 人 税 等 調 整 額 34 45

当 期 純 利 益 860 1,219

非支配株主に帰属する当期純利益 242 180

親会社株主に帰属する当期純利益 617 1,039

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年5月 1日から
平成30年4月30日まで）

（単位：百万円)

株主資本
その他の包括利益

累計額
新株予
約権

非支配
株主持
分

純資産
合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金
自己株
式

株主資
本
合計

その他有
価証券評
価差額金

その他の
包括利益
累計額合

計

平成29年5月1
日残高

509 506 7,299 △801 7,513 0 0 79 1,112 8,705

剰余金の配当 △94 △94 △94

親会社株主に帰属する当期純利益 617 617 617

自己株式の処
分

147 △1 36 182 182

新株予約権の
取得

38 38

株主資本以外
の項目の連結
会計年度中の
変動額(純額)

0 0 136 136

連結会計年度
中の変動額合
計

- 147 521 36 705 0 0 38 136 880

平成30年4月30
日残高

509 654 7,820 △765 8,218 0 0 117 1,248 9,585

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（連結の範囲等に関する事項）
　1. 連結の範囲に関する事項
　 (1) 連結子会社の数 13社
　 連結子会社の名称
　 株式会社テンポスバスターズ
　 株式会社テンポスフィナンシャルトラスト
　 株式会社テンポス情報館
　 株式会社あさくま

株式会社スタジオテンポス
　 株式会社テンポスドットコム
　 株式会社プロフィット・ラボラトリー

株式会社あさくまサクセッション
　 キッチンテクノ株式会社
　 株式会社きよっぱち総本店
　 株式会社ディースパーク
　 株式会社ドリームダイニング

株式会社デリバリーソリューション
(連結の範囲の変更）
平成29年11月1日付で当社の厨房機器販売事業を会社分割により承継した株式会社テンポスバ
スターズについて連結の範囲に含めております。なお、同日をもって、当社は株式会社テンポ
スバスターズから株式会社テンポスホールディングスに商号を変更しております
また、当連結会計年度において、株式会社ディースパーク、株式会社ドリームダイニング及び
株式会社デリバリーソリューションの株式を取得したことにより、連結の範囲に含めておりま
す。

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等
株式会社テンポジンパーソナルエージェント他4社
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないためであります。

　2. 持分法の適用に関する事項
　 (1) 持分法適用の関連会社の数 1社
　 持分法適用の関連会社の名称
　 株式会社オフィスバスターズ
　 (2) 持分法を適用していない関連会社の数 1社
　 株式会社天タコシステム

（持分法を適用しない理由）
持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、
かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

　3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社あさくま、株式会社プロフィット・ラボラトリー、株式会社あさくまサクセッション、
キッチンテクノ株式会社、株式会社きよっぱち総本店、株式会社ディースパーク、株式会社ド
リームダイニング、デリバリーソリューションの決算日は3月31日であります。連結計算書類の
作成に当たっては直近決算に基づく計算書類を使用しております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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（会 計 方 針 等）
　 会計方針に関する事項
　 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 イ 有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 満期保有目的の債券
　 償却原価法（定額法）を採用しております。
　 ② 子会社株式及び関連会社株式
　 移動平均法による原価法を採用しております。
　 ③ その他有価証券
　 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は総平均法により算定）によっております。

　 時価のないもの
　 移動平均法による原価法を採用しております。
　 ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法
　 ① 商品
　 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。
　 ② 製品
　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。
　 ③ 仕掛品
　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。
　 ④ 貯蔵品
　 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。
　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに平成28年
4月1日以降については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであ
ります。

建物及び構築物 3年～40年
そ の 他 2年～15年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（5年）による定額法を採用しております。

　 ③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引によるリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。

　 ④ 長期前払費用
　均等償却によっております。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。

　 (3) 重要な引当金の計上基準
　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額のうち、当連結会計
年度の負担額を計上しております。

　 ③ 製品保証引当金
　製品引渡後の保証期間内の補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき当連結会計年
度の売上高に対応する発生見込額を計上しております。

④ 株主優待引当金
当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、

当連結会計年度末に発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。
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　 (4) その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 ① 退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付
債務の見込額に基づき計上しております。

　 ② 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。
　 ③ のれんの償却方法及び償却期間

のれんについては、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって均等償却しております。

（連結貸借対照表の注記）
　1.有形固定資産の減価償却累計額 320百万円

（連結株主資本等変動計算書の注記）
　1. 発行済株式の総数及び自己株式の株式数に関する事項

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式 普通株式 14,314,800株 -株 -株 14,314,800株

自己株式 普通株式 2,451,501株 -株 79,436株 2,372,065株

　
　2. 剰余金の配当に関する事項
　 (1) 配当金支払額等
　 平成29年6月11日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 94百万円
・１株当たり配当額 8円
・基準日 平成29年4月30日
・効力発生日 平成29年7月24日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
・配当金の総額 107百万円
・１株当たり配当額 9円
・基準日 平成30年4月30日
・効力発生日 平成30年7月31日
・配当の原資 利益剰余金

　3. 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数
　 普通株式 104,700株

（金融商品の注記）
　1.金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借り入
れにより資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を図っており
ます。また、有価証券及び投資有価証券は主に株式及び社債であります。

　2.金融商品の時価等に関する事項
　平成30年4月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のは含まれておりません((注2)参照）。
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　 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 6,344 6,344 -

(2)受取手形及び売掛金 1,462 1,462 -

(3)投資有価証券

　 その他の有価証券 216 216 -

(4)長期貸付金 111

　 貸倒引当金（※1） △111

- - -

(5)支払手形及び買掛金 2,023 2,023 -

(6)未払法人税等 477 477 -
※1 貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法等
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
(3)投資有価証券
　これの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機
関から提示された価格によっております。
(4)長期貸付金
　当社では長期貸付金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な
指標に信用スプレッドを上乗せした利率等で割り引いた現在価値により算定しております。また
貸倒懸念債権については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収
見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における貸借対照表価額
から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。
(5)支払手形及び買掛金、(6)未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 （単位：百万円）

連結貸借対照表計上額

非上場株式 499

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

(注3)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　 （単位：百万円）

1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 6,344 - - -

受取手形及び売掛金 1,462 - - -

投資有価証券

その他有価証券のうち満期がある
もの（社債）

- - - -

（１株当たり情報の注記）
　１株当たり純資産額 688円26銭
　１株当たり当期純利益 52円6銭
　
（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

― 27 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年06月29日 19時08分 $FOLDER; 27ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

科 目
当期

(平成30年４月30日現在)

前期(ご参考)

(平成29年４月30日現在)
科 目

当期
(平成30年４月30日現在)

前期(ご参考)

(平成29年４月30日現在)

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 186 1,487 買 掛 金 24 625

売 掛 金 29 322 未 払 金 9 129

商 品 及 び 製 品 22 2,509 未 払 費 用 20 96

仕 掛 品 - 95 未 払 法 人 税 等 10 118

原材料及び貯蔵品 - 1 未 払 消 費 税 等 17 22

前 渡 金 - 23 前 受 金 9 120

前 払 費 用 1 35 賞 与 引 当 金 17 142

繰 延 税 金 資 産 8 69 製 品 保 証 引 当 金 - 19

そ の 他 187 92 株 主 優 待 引 当 金 251 102

貸 倒 引 当 金 △14 △0 そ の 他 16 97

流 動 資 産 合 計 423 4,638 流 動 負 債 合 計 377 1,476

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 預 り 保 証 金 8 8

建 物 （純 額） 0 62 固 定 負 債 合 計 8 8

車 両 運 搬 具 （純 額） - 1 負 債 合 計 386 1,485

工具、器具及び備品（純額） 0 11

有形固定資産合計 0 75

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 4 9 ( 純 資 産 の 部 )

電 話 加 入 権 2 2 株主資本

そ の 他 3 - 資 本 金 509 509

無形固定資産合計 9 12 資 本 剰 余 金 565 472

投資その他の資産 　資 本 準 備 金 472 472

投 資 有 価 証 券 2 94 　その他資本剰余金 93 0

関 係 会 社 株 式 4,544 1,458 利 益 剰 余 金 4,546 5,109

長 期 貸 付 金 15 15 利 益 準 備 金 2 2

関係会社長期貸付金 905 305 その他利益剰余金 4,544 5,107

敷金及び保証金 10 284 　 別 途 積 立 金 1,000 1,000

繰 延 税 金 資 産 0 22 　 繰越利益剰余金 3,544 4,107

そ の 他 - 0 自 己 株 式 △747 △764

貸 倒 引 当 金 △536 △15 株 主 資 本 合 計 4,872 5,326

投資その他の資産合計 4,942 2,165 新 株 予 約 権 117 79

固 定 資 産 合 計 4,953 2,253 純 資 産 合 計 4,990 5,406

資 産 合 計 5,376 6,891 負 債 ・ 純 資 産 合 計 5,376 6,891

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
(単位：百万円)

科 目
当期

（平成29年5月 1日から
平成30年4月30日まで）

前期(ご参考)

（平成28年5月 1日から
平成29年4月30日まで）

売 上 高 6,869 11,996

売 上 原 価 4,193 7,498

売 上 総 利 益 2,675 4,497

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,385 3,671

営 業 利 益 289 826

営 業 外 収 益 52 62

営 業 外 費 用 0 -

経 常 利 益 342 888

特 別 利 益 33 30

移 転 補 償 金 30 30

関 係 会 社 株 式 売 却 益 3 -

特 別 損 失 635 -

貸 倒 引 当 金 繰 入 534 -

和 解 金 44 -

関 係 会 社 株 式 評 価 損 56 -

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △260 918

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 169 324

法 人 税 等 調 整 額 37 14

当期純利益又は当期純損失（△） △467 579

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年5月 1日から
平成30年4月30日まで）

（単位：百万円)

株主資本

新株予
約権

純資産
合計資本

金

資本剰余金 利益剰余金

自己株
式

株主資
本合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

資本剰
余金合
計

利益準
備金

その他利益剰余
金 利益剰

余金合
計

別途積
立金

繰越利益

剰余金

平成29年5月1
日残高

509 472 0 472 2 1,000 4,107 5,109 △764 5,326 79 5,406

剰余金の配当 △95 △95 △95 △95

当期純損失 △467 △467 △467 △467

株式交換によ

る増加
92 92 92 92

自己株式の処

分
16 16 16

株主資本以外
の項目の事業
年度中の変動
額（純額）

38 38

事業年度中の

変動額合計
- - 92 92 - - △563 △563 16 △454 38 △415

平成30年4月30

日残高
509 472 93 565 2 1,000 3,544 4,546 △747 4,872 117 4,990

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
　1. 資産の評価基準及び評価方法
　（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
　 ① 子会社株式及び関連会社株式
　 移動平均法による原価法を採用しております。
　 ② その他有価証券
　 時価のないもの
　 移動平均法による原価法を採用しております。
　（2） たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

　 ① 商品
　 移動平均法
　 ② 製品・仕掛品
　 個別法
　 ③ 貯蔵品
　 先入先出法
　2. 固定資産の減価償却の方法
　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに平成28年4月1
日以降に取得した建物附属設備および構築物については定額法）を採用しております。なお、主
な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 3年～10年
そ の 他 2年～6年

　 (2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（5年）による定額法を採用しております。

　3. 引当金の計上基準
　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、会社所定の計算方法による支給見込額のうち、当期負担額を
計上しております。

　 (3) 製品保証引当金
　製品引渡後の保証期間内の補修費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき当期の売上高に
対応する発生見込額を計上しております。

(4) 株主優待引当金
当社は、株主優待制度に基づき、将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、当

期末に発生すると見込まれる費用を合理的に算出し、計上しております。
　4. その他計算書類作成のための基本になる重要な事項
　 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
　1. 有形固定資産の減価償却累計額 20百万円
　2. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

区分表示されたもの以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は、次のとおりで
あります。

　 短期金銭債権 146百万円

　 短期金銭債務 21百万円
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（損益計算書に関する注記）
　関係会社との取引高
　 売上高 1,044百万円
　 仕入高 372百万円
　 販売費及び一般管理費 18百万円
　 営業取引高以外の取引高 1百万円

　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
　当期の末日における自己株式の種類及び株式数
　 普通株式 2,347,865株

　
（税効果会計に関する注記）
　税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
　
（関連当事者との取引に関する注記）

　（単位：百万円）

種
類

会社等の
名称

議決権の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

注6 科目 期末残
高

子
会
社

株式会社
テンポス
バスターズ

直接
100.0％

役員の兼任
テンポスバ
スターズ社
製品の購入
吸収分割

吸収分割
注2
分割資産
分割負債

4,015
1,171

- -

子
会
社

株式会社
きよっぱち
総本店

直接
99.5％ 資金の援助 資金の貸付

注3 63

関係会社長
期貸付金
注4

389

その他の流

動資産

注4

14

子
会
社

株式会社
ディースパ
ーク

直接
94.3％ 資金の援助

資金の貸付
注3
(回収との純
額）

575

関係会社長
期貸付金
注5

516

その他の流

動資産
59

　 取引条件及び取引条件の決定方針等
　 注1.価格等の取引条件は、市場の実勢価格を参考にして決定しております。
　 2.共通支配下の取引等として処理しております。
　 3.貸付金については市場金利を勘案して利率を合理的に決定しています。
　 4.関係会社長期貸付金及びその他の流動資産の期末残高に対して393百万円の貸倒引当金を計上し

ております。また、当事業年度において392百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
　 5.関係会社長期貸付金の期末残高に対して142百万円の貸倒引当金を計上しております。また、当

事業年度において142百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。
　 6.取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記）
　１株当たり純資産額 417円03銭

　１株当たり当期純損失 39円25銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年6月28日

株式会社 テンポスホールディングス
取締役会 御中

有限責任大有監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 村 浩 秀 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 野 英 雄 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社テンポスホールディングス（旧社名 株

式会社テンポスバスターズ）の平成29年5月1日から平成30年4月30日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を

行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。

監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評

価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、株式会社テンポスホールディングス（旧社名 株式会社テンポスバスターズ）及び連結子会社

からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年6月28日

株式会社 テンポスホールディングス
取締役会 御中

有限責任大有監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩 村 浩 秀 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂 野 英 雄 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テンポスホールディングス（旧
社名 株式会社テンポスバスターズ）の平成29年5月1日から平成30年4月30日までの第26期事業年度の計
算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年5月1日から平成30年4月30日までの第26期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役からの監査の方法及び結果の報告に基づき

審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のと

おり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監

査計画等に従い、取締役、使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及

び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財

産の状況を調査いたしました。

　また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために

必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に

関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統

制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を

図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連

結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職

務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任大有監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任大有監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。

　 平成30年6月28日

株式会社テンポスホールディングス
監査役会

常勤監査役 樋口 宣行 ㊞

常勤監査役 清水 孝 ㊞

監査役 増田 洋一 ㊞

(注) 監査役樋口宣行及び監査役清水孝並びに監査役増田洋一は、会社法第2条第16号及び第335

条第3項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 取締役4名選任の件
　

　取締役全員（4名）は本総会終結の時をもって、任期満了となりますので、取締役4
名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

１
森　下　篤　史
モリ シタ アツ シ

(昭和22年2月13日)

昭和46年 4月 東京電気株式会社（現東芝テック株式会社）入
社

1,856,500
株

昭和58年 6月 共同精工株式会社(現 株式会社Ａ)設立代表取
締役

平成 4年 5月 当社設立取締役
平成 9年 4月 当社代表取締役
平成18年12月 株式会社あさくま取締役
平成20年 4月 当社代表取締役退任
平成20年 4月 株式会社テンポス情報館取締役
平成21年 6月 株式会社あさくま代表取締役
平成22年 5月 株式会社テンポス店舗（現テンポスフィナンシ

ャルトラスト）代表取締役
平成25年 8月 株式会社あさくまサクセッション代表取締役
平成27年 1月 株式会社きよっぱち総本店代表取締役（現任）
平成28年 7月 当社取締役会長
平成28年 7月 株式会社テンポスドットコム代表取締役（現任）
平成28年 7月 株式会社プロフィット・ラボラトリー取締役

（現任）
平成29年11月 当社代表取締役社長（現任）
平成30年 4月 株式会社テンポスバスターズ代表取締役（現任）
平成30年 4月 株式会社ディースパーク代表取締役（現任）
平成30年 4月 株式会社ドリームダイニング代表取締役（現任）
平成30年 4月 株式会社デリバリーソリューション代表取締役

（現任）
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

２
森　下　和　光
モリ シタ カズ ミツ

(昭和24年3月3日)

昭和48年 4月 サンテレホン株式会社入社

400,800株

昭和62年 3月 共同精工株式会社(現 株式会社Ａ)入社
平成10年 6月 当社入社
平成12年 7月 当社取締役商品部長
平成13年 7月 当社取締役管理部長
平成18年 7月 株式会社テンポスファイナンス代表取締役
平成20年 5月 当社代表取締役
平成20年 5月 株式会社テンポス情報館取締役
平成23年 4月 株式会社あさくま取締役
平成25年 7月 当社取締役グループ管理部長
平成25年 7月 株式会社プロフィット・ラボラトリー取締役
平成25年10月 株式会社あさくまサクセッション取締役
平成26年 5月 キッチンテクノ株式会社取締役
平成27年 1月 株式会社きよっぱち総本店取締役
平成27年 3月 株式会社スタジオテンポス代表取締役(現任）
平成27年10月 キッチンテクノ株式会社代表取締役（現任）
平成27年12月 当社取締役グループ管理部長（現任）
平成28年12月 株式会社テンポスフィナンシャルトラスト代表

取締役（現任）

平成30年 4月 株式会社テンポスバスターズ取締役（現任）

３
毛　利
モウ リ

　 聡
サトシ

(昭和52年11月7日)

平成12年 4月 当社入社

1,000株

平成15年 3月 当社千葉店
平成18年 2月 当社幕張店 店長
平成19年 4月 当社池袋店 店長
平成21年 5月 当社管理部長
平成25年 5月 当社北日本エリアマネージャー
平成27年 1月 当社取締役管理部長（現任）
平成28年 2月 株式会社テンポジンパーソナルエージェント監

査役（現任）
平成28年 6月 株式会社あさくま取締役（現任）
平成28年 6月 株式会社あさくまサクセッション取締役
平成28年 6月 株式会社きよっぱち総本店取締役（現任）
平成29年 6月 株式会社テンポスバスターズ取締役（現任）
平成30年 3月 株式会社テンポス情報館取締役（現任）
平成30年 3月 株式会社ディースパーク取締役（現任）
平成30年 3月 株式会社ドリームダイニング取締役（現任）

４
福　島
フク シマ

　 裕
ユタカ

(昭和25年8月6日)

昭和50年 4月 株式会社福島工業 入社

-株
昭和52年12月 株式会社福島工業 営業開発部長
昭和56年 2月 株式会社福島工業 常務取締役(営業担当)
昭和60年12月 株式会社福島工業 専務取締役営業本部長
平成 4年 4月 株式会社福島工業 代表取締役社長(現任)

(注) 1.各取締役候補者と当社の間には、いずれも特別の利害関係はありません。
　 2.候補者福島裕氏は社外取締役候補者であります。
　 3.候補者福島裕氏は新任の取締役候補者であります。
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（1）社外取締役候補者の選任理由及び独立性について

　福島裕氏は、長年にわたり株式会社福島工業の代表取締役社長を務められて

おり、経営者としての豊富な知識と幅広い見識をもとに当社の経営を監督して

頂くとともに、その知識・経験等を当社の経営に活かして頂きたいため、社外

取締役として選任をお願いするものであります。

（2）社外取締役との責任限定契約について

当社は社外取締役として有能な人材を迎えることができるよう、社外取締役

との間で当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定

款に定めております。社外取締役候補者福島裕氏の選任が承認された場合、当

社は同氏と当該責任限定契約を締結する予定であります。

　その契約の概要は次のとおりです。

・社外取締役が任務を怠ったことによって、当社に損害賠償責任を負う場合

は、会社法第425条第1項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、社外取締役がその責任の原因となった職

務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

第２号議案 監査役1名選任の件

　監査役増田洋一氏は本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役1名の選任を

お願いしたいと存じます。

　なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

１
近　藤　勝　重
コン ドウ カツ シゲ

(昭和21年4月19日)

昭和44年11月 株式会社ダイエー入社

- 株

平成12年 9月 株式会社ダイエー・ホールディング・コーポレ
ーション代表取締役

平成16年 6月 日本CFO協会副理事長（現任）
平成18年 5月 株式会社三和デンタル社外監査役（現任）
平成21年 6月 当社社外取締役
平成21年 9月 株式会社CSKホールディングス社外取締役
平成22年 4月 ニューメディアリスク協会 理事・事務局長

（現任）
(注) 1.近藤勝重氏は新任の監査役候補であります。
　 2.監査役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。。
　

（1）監査役候補者の選任理由及び独立性について

　近藤勝重氏は長年に亘る事業経営と企画運営の経験を活かし、当社の監査業

務をこなす能力を保有しております。

　監査役候補者は、持てる能力を発揮し当社の監査に反映していくことで、当

社の監査体制を強化するものとし、監査役候補者として選任をお願いするもの

であります。
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（2）監査役との責任限定契約について

　当社は監査役との間で当社への損害賠償責任を一定範囲に限定する契約を締

結できる旨を定款に定めており、監査役候補者近藤勝重氏は、当社との間で当

該責任限定契約を締結しております。

　なお、監査役候補者近藤勝重氏の選任が承認された場合、当社は同氏と当該

責任限定契約を締結する予定であります。。

　その契約の概要は次のとおりです。

・監査役が任務を怠ったことによって、当社に損害賠償責任を負う場合は、会

社法第427条第1項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、監査役がその責任の原因となった職務の

遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

　

第３号議案 補欠監査役1名選任の件

　監査役が法定の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役1名の選任をお願いい

たしたいと存じます。

　なお、その選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議に

より、その選任を取消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役の補欠者の候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

武　田　南　見
タケ ダ ミナ ミ

(昭和59年7月29日)

平成19年 4月
平成21年 5月

当社入社
当社鳩ヶ谷店店長

- 株平成23年 8月 当社大宮店B部門長
平成25年 3月 当社人事総務部
平成26年11月 当社人材事業部（現任）

(注) 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
　

　 以上
　

【議決権行使書面保護シールの廃止について】

　当社は、株主様から郵便局を通じ議決権行使書が届く過程で株主様の個人情報が

漏えいする危険は議決権行使書面保護シールの有無によって決まるものではないと

考えております。昨今のエコバック並びにエコ包装といった過剰包装に対する社会

的考え方の変化やCO2削減のため、他社に先んじて議決権行使書面保護シールを廃止

させて頂いております。
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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蒲田郵便局

マルエツ

至横浜

蒲田警察署

大田区民ホール｢アプリコ」

大田区産業プラザ
PiO

きらぼし銀行

至品川

至横浜

至羽田空港

京急蒲田あすと(商店街)

呑川

蒲田４丁目

SMBC日興証券SMBC日興証券

東急蒲田駅

ロータリー
バス通り

至品川

蒲田東口商店街

八幡神社

Ｊ
Ｒ
蒲
田
駅

京
急
蒲
田
駅

第
一
京
浜
（
国
道
15
号
線
）

環状８号線

大
田
区
役
所

アロマ
スクエア
アロマ
スクエア

東
口

東
口

野村證券

AOKI

第26回定時株主総会会場ご案内図

場 所 東京都大田区南蒲田一丁目20番20号

大田区産業プラザPiO 4階

コンベンションホール 鶯

開催日時 平成30年7月30日（月曜日）午前10時

　

　

〈交通手段〉 京浜急行本線京急蒲田駅東口から徒歩2分・ＪＲ京浜東北線蒲田駅東口から徒歩約12分

（なお、駐車場の準備がございませんので、公共交通機関のご利用をお願いいたします。）
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